
男女雇用機会均等法の概要

○ 雇用管理の各ステージ(※)における性別を理由とする差別の禁止
※ 募集・採用、配置（業務の配分及び権限の付与を含む）・昇進・降格・教育訓練、福利厚生、職種の変更・雇用形態の変更、退職の勧奨・

定年・解雇・労働契約の更新

○ 間接差別の禁止

①婚姻・妊娠・出産を退職理由とする定めを禁止、②婚姻を理由とする解雇を禁止、③妊娠・出産・産休取得等を理由
とする解雇その他不利益取扱い(※)を禁止、④妊娠中・産後１年以内の解雇は事業主の反証がない限り無効
※不利益取扱いの例：雇止め、降格、不利益な配置の変更、不利益な自宅待機を命ずること

○ 職場におけるセクシュアルハラスメント防止のために雇用管理上必要な措置を事業主に義務付け

①労働者の配置等の状況の分析、②分析に基づく計画の作成、③計画で定める措置の実施、④実施体制の整備、⑤取
組状況の外部への開示、を行う事業主に対する相談その他援助

間接差別とは、 ①性別以外の事由を要件とする措置であって、
②当該要件を満たす男性及び女性の比率を勘案すると実質的に性別を理由とする差別となる恐れがあると考えられるものを、
③合理的な理由がないときに講ずること をいい、

厚生労働省令で定める次の要件については、合理性がない場合には間接差別として禁止。
◆ 募集・採用における身長･体重･体力要件 ◆ コース別雇用管理制度における「総合職」の募集・採用における転勤要件
◆ 昇進における転勤経験要件 （これら以外にも存在し得る。）

２ 妊娠・出産・産休取得等を理由とする不利益取扱いの禁止等

３ セクシュアルハラスメント対策

５ ポジティブ・アクションの効果的推進方策

６ 労働者と事業主との間に紛争が生じた場合の救済措置

１ 性別を理由とする差別の禁止

①企業内における苦情の自主的解決、②労働局長による助言、指導、勧告、機会均等調停会議による調停

○ 女性に対するポジティブ・アクション(※)は法違反とならない
※ 男女労働者間に事実上生じている格差を解消するための企業の自主的かつ積極的な取組

４ 母性健康管理措置

①妊娠中・出産後の女性労働者が保健指導・健康診査を受けるための時間の確保、②当該指導又は診査に基づく指導
事項を守ることができるようにするため必要な措置 の実施を事業主に義務付け

７ 法施行のために必要がある場合の指導等

①厚生労働大臣又は労働局長による報告徴収、助言・指導・勧告、②厚生労働大臣の勧告に従わない場合の企業名
公表、③ 報告徴収に応じない又は虚偽の報告をした場合、２０万円以下の過料 3



仕事と家庭の両立をめぐる現状①
妊娠・出産前後に退職した理由
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子どもの出生年別、第１子出産前後の妻の就業経歴

○女性の出産後の継続就業は依然として困難
妊娠・出産前後に退職した理由
（「これまでの退職経験」として、妊娠・出産前後に退職して
いた女性正社員）
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（資料）国立社会保障・人口問題研究所「第１３回出生動向基本調査（夫婦調
査）」

目標値（子ども・子育てビジョン参考指標）

難

①勤務時間があいそうもなかった （６５．４％）

②職場に両立を支援する雰囲気がなかった （４９．５％）

③自分の体力がもたなそうだ た （ ）

両立が難しかった具体的理由

目標値（子ども 子育て ジョン参考指標）

第１子出産前後の女性の継続就業率

３８％（平成１７年） → ５５％（平成２９年）

③自分の体力がもたなそうだった （４５．７％）

④育児休業を取れそうもなかった （２５．０％）

出典：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「両立支援に係る諸問題に

関する総合的調査研究」（平成２０年）
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仕事と家庭の両立をめぐる現状②

育児休業取得率の推移

○育児休業を利用したい男性は３割を超える。○男性の育児休業取得・育児への関わりは低調

（ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に
関する調査」（平成20年））

 取得しやすい どちらかといえば取得しやすい どちらかといえば取得しにくい 取得しにくい 無回答

○職場においては男性の育児休業が取得しにくい
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出典：厚生労働省「雇用均等基本調査」（平成２０年）

目標値（子ども・子育てビジョン参考指標）

男性の育児休業取得率
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1.23％（平成20年）→10％（平成29年）

６歳未満の子どもをもつ男性の育児・家事関連時間

（ ） （ ）

注１：「取得しやすい計」は「取得しやすい」、「どちらかといえば
取得しやすい」の計。「取得しにくい計は「どちらかといえば
取得しにくい」、「取得しにくい」の計。

注２：規模別の９人以下（38社、28人）は、サンプルが少ないので
１日あたり60分（平成18年）→１日あたり２時間30分（平成29年）

注２：規模別の９人以下（38社、28人）は、サンプルが少ないので
表示していない。

出典：ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（平成２０年）
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